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要旨
本稿では職業資格の受験行動の規定要因を探る。社会学分野では、教育資格＝学歴については階層性や社会的地位獲

得手段としての性格が実証的に研究されてきたが、職業資格＝いわゆる一般的な「資格」（国家資格、民間検定など）に

ついての実証的・経験的な研究蓄積は乏しい。

分析には&&/H< 2010データを使用した。従属変数は「資格や検定試験などを受験する」という項目であり、受験行動

の頻度を尋ねたものである。独立変数には社会的属性に加え「資格活用志向」、「文化行動志向」という変数も作成して

用いた。また、教育資格では男女で獲得の意味付けに違いがあると指摘されており、職業資格についても同様の性差が

存在すると推測されるため、男女別にデータを分けて分析した。

分析の結果、受験行動の規定要因は男女で大きな差の生じている部分と、共通する部分とが存在していた。特筆すべ

きは学歴と文化行動志向の関係である。文化行動志向は男女とも大きな正の効果を示し、職業資格の受験には文化行動

としての側面があり、「文化資格」という類型の存在が示唆された。一方、基本モデルにおいて男性では学歴に効果がなく、

女性では高等学歴に正の効果が表れていた。しかし文化行動志向を投入した拡張モデルでは、男性では高等学歴に負の

効果が出現したのに対し、女性では逆に高等学歴の正の効果が消滅し、性別による学歴と資格の複雑な関係が示された。

キーワード
職業資格、教育資格、資格社会、文化資本、文化行動

1．はじめに

「資格社会」というフレーズは、#��コリンズの同名の書籍（1979I1984）によって一躍社会学分野に浸透した。

そこでは社会的葛藤論の視点から、アメリカの大学や各種の職業団体が自集団の権威を公的に認証させる

べく、政府・社会に働きかける歴史的過程が描かれている。また、『ディスタンクシオン』（1979I1990）な

ど/��ブルデューの一連の著作では、フランスの高等教育機関が時に不平等な形で個人の教養・技能・能

力を認証し制度化していく過程が描かれており、この議論も現在では広く知られている。

コリンズの書籍が世に出てから数十年経った21世紀初頭においても、依然として資格社会が頑強である

とする議論もある。���@
�2001�は、高等教育機関が職業上の能力を養成するものではないにも関わらず、

学歴が能力指標として積極的に活用されているアメリカの労働市場の現状を取り上げている。さらに、高

等教育の普及を過剰に推進する政府の福祉社会的姿勢も、現状に一役買っていることも指摘している。

以上の「資格社会（化）」論は欧米の研究者が先導してきたのであるが、その特徴は決して欧米社会に
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限定されるものではない。後述するように、日本の現状にも当てはまるばかりか、むしろ日本社会こそが

資格社会の完璧な実例というべき様相を呈しているのである。

なお、この資格社会日本の実態をより詳しく解明する上では、資格制度ごとの利用者数の趨勢、職業と

資格との結びつきなど、多岐にわたる実証的アプローチが想定される。本稿ではそのアプローチの一つと

して、資格の一類型である「職業資格」の受験行動に着目する。そしてその受験行動の規定要因を探りな

がら、日本社会における資格・検定の意義を論じる。特に先行研究が見逃してきた視点として、文化的な

活動としての資格受験の側面を追究する。また、男女差の大きい学歴、職業、文化というファクターと関

わる以上、資格の意味づけもまた性別によって異なると想定し、データを男女別に分けて検証を行う。

1.1　教育資格と社会

研究の前提として、「資格（$�� �
-���）」という概念はどのように定義されるものなのであろうか。「ある職域・

学問領域などにおいて、一定水準の知識・技能を個人が有している事実についての公的機関・権威・組織

などによる認証」という定義を、最大公約数的なものとしていったん述べておきたい。しかし具体的な分

析に進む上で、避けて通れないのが現実に存在する各種の資格の分類基準である。

資格を類型化する上でも、業種・学問領域、認定機関、付与された権限の強弱（あるいは単に能力の証

明にすぎないもの）など、多種多様な基準が想定される。法的根拠に基づく今野・下田（1995）、全国規

模の調査データから経験的に分類した阿形（2000）などが例として挙げられるが、ここでは分析上明確で

あり、広く資格という概念を扱っている河野員博（1993）の類型化を基に議論を進める。なお、阿形の類

型化も重要であるので、後に改めて触れる１）。河野員博は、広義の資格を大分して「教育資格」と「職

業資格」に分類する（なおこの二大区分自体は河野のオリジナルではなく、国内外の多くの研究で共有さ

れている）。前者は特定の教育機関の卒業認定（証書）、すなわち学歴（学校歴）であり、卒業後の生涯、様々

な場面で個人の社会的属性の一部として認識され機能することになるのである２）。後者は一般的に想定

されるであろう、狭義の「資格」、すなわち各種士業資格や免許・技能検定の合格証などである。

コリンズやブルデューがこの主題に先鞭をつけたことは確かであるが、彼らが「資格」と呼ぶ対象は資

格の中でも教育資格、より端的にいえば学歴・学校歴に集約されている。また、近年の事例研究である

���@
（2001）でも、念頭に置かれているのはやはり教育資格の方である３）。

日本の社会学分野の研究でも、資格と一括されるものの中で、もっぱら教育資格の効能についての知見

が蓄積されてきた。それは社会経済的地位への達成の道具としてだけでなく、高階層集団の出身であると

いう身分的・象徴的機能も見出されている（渡邊�2005��2006、中井�2008��2011など）。学歴はブルデュー（1986）

の「文化資本（$��-�����$�(�-��）」概念の下位分類の一つ、「制度化された（�
,-�-�-��
���'� ）文化資本」に

カテゴライズされることが多いが、その他の種類の文化資本の価値を判別する能力の指標としても、学歴

が用いられている（片岡�1996、中井�2005��2008）４）。
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1.2　日本における職業資格受験の実態

もう一方の「資格」である職業資格について、まず社会的現状に触れておきたい。資格ブームと評され

ることもある現在の日本社会では、年間どれほどの数の人々が資格・検定試験を受験しているのだろうか。

多種多様な資格・検定のガイドブック、あるいは問題集がところ狭ましと並べられている光景を書店で目

にする機会は多い５）。資格受験者数を総合的に把握した官公庁の統計資料は存在しないが、各資格・検

定実施省庁団体が個別に受験者数を公表している例は多い。そこで受験者数が特に多いとされる3)=<�（3�,-�

���=
���,������<
-��
�-��
�����""�
�$�-��
）、英検（実用英語技能検定、１～５級）、日商簿記（日本商工

会議所簿記検定試験、１～４級）、漢検（日本漢字能力検定、１～10級）の近年10年間（2002～2011年度）

の受験者数を、参考までに並列させたものが、図１である６）。これらの資格・検定はその取得によって独立・

開業ができるという類のものではなく、知識の認定、あるいは勤務上有利となる技能認定の性格を持って

いる。ここで挙げた受験者数はのべ人数であり、同一人物が複数回受験によって計上されている可能性は

高い。また、それぞれ一年度内に複数回試験が実施されていること、英検、漢検、日商簿記は各級合計で

あることから、現実の日本の総人口に対する「資格の受験経験者」の比とは異なる数値である。とはいえ、

一年間に少なくとも数百万人が受験行動を行っていることは事実であり、決して限られた一部の層の趣味

ではないことは指摘できよう。

図 1　代表的な資格・検定受験者数の推移
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1.3　職業資格に関する研究

受験の盛況ぶりとは対照的に、職業資格を対象とした社会学的研究は数が限られている。研究手法とし

ては文献資料を用いた歴史制度的分析が主である。例えば辻（1984��2000）、植上（2003）では、多様な分

野の資格が創設・細分化され、職業訓練・教育機関の設置を伴いながら発展していく課程を歴史社会学的

に追っている。これらの研究は、公的職業資格と教育機関とが密着する実態をも指摘しており、コリンズ

らが主張する欧米での知見とも整合的である。

しかし、歴史制度的分析ではマクロな歴史的流れを把握することができる一方、個々の実際の受験者の

社会的属性や志向を解明する上では限界がある。そのような観点から行なわれる社会調査データを分析し
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た計量的研究となると、更に少数となる。特定の集団（被雇用者や大学生）に限定せず、幅広い社会階層

と資格との関連を検討した研究事例は、日本では阿形健司の一連の研究が唯一といえる現状である７）。そ

の知見は多岐にわたるが、ここでは本稿の分析・議論に深く関わる内容を挙げる。まず法的な根拠などと

は別の基準として、阿形（1998���19987��2000）では1995年&&�調査データを用いた経験的な資格の類型

化を行っている。調査データに浮上した資格名とその取得者の属性、またその資格の創設年及び試験合格

率を基に数量化 <<<類を行い、４個の類型を得ている。それは無職者の多さ（ 女性が多い）／少なさ、取

得の難しさ／易しさの２軸を基準とした、「比較的取得は容易で学歴水準は低いが、専門技能を有する伝統

的な資格（伝統型）」、「学歴は高いが女性が多く、就業が長続きしない専門職資格（女性専門職型）」、「比較

的取得が難しく学歴も高い、ホワイトカラー向けの建設・不動産関連の資格（建設ホワイト型）」、「比較的

新しく創設された工業関係の、主に男性が取得する資格（男性工業型資格）」という類型である。この類

型化の根拠となったデータには、受験ではなく専門の養成課程を経て取得する資格など、本稿の問題関心

には必ずしも当てはまらないものも含まれるが、資格の種類によっては取得者の性別および学歴に顕著な

偏りが見られることを念頭に置く必要がある。

また阿形は職業資格の取得の効果を、労働社会学的知見から分析している（阿形�1998���19987��2000��

2007��2008��2010）。特に強調されている結論は、資格取得が収入や従業上の地位の向上に及ぼす効果は、

期待されるほど大きくないということである。学歴（教育資格）と職業資格との関係性については、高学

歴者が専門性の高い資格を取得し高収入を得ている場合、本来学歴に起因するはずの効果が職業資格に転

換・隠蔽されているに過ぎないという（阿形�2000）。一方、地位達成において相対的に不利な立場となる

低学歴者が、代わりに職業資格の取得を通じて職歴形成を果そうとする傾向があるという（阿形�2008）。

1.4　本稿における分析の視点と仮説

既に述べた通り、広義の資格の分類基準では「教育資格」と対置される「職業資格」であるが、「職

業」という形容がどうしても業務上の必須要件を連想するきらいがある。阿形（1998���19987��2000��2007��

2008��2010）の分析では、職業に直結する一回限りの資格が念頭におかれている。いわば生涯で限られた

回数のライフイベントとして資格取得を捉えており、取得の前後で社会経済的地位にどのような変動が生

じているか、という問題に着目している。その結果、多くの資格は収入を増加させる効果がないことをも

って、実利的な「機能的価値」ではなく威信や尊敬の念を得るという「象徴的価値」のみを有していると

消極的に解釈される（阿形�2000）。しかし、そこで示された資格名の中には、簿記や英語力の検定など実

際には能力や教養を証明するもの、何度も繰り返し受験するものも含まれている。これを踏まえると、資

格の受験行動はそもそも収入への反映を目指すのではなく、積極的に「象徴的価値」の獲得を目指して行

われている可能性がある。そこで本稿では、資格受験を繰り返し行われるライフスタイル、あるいは習慣

として捉える。つまり、どのような資格を取得するか（種類）ではなくどれくらい積極的に・頻繁に受験

をしているか（頻度）に着目し、またどのような属性の人物が繰り返し受験するか（行動者）という問い

を立てる。
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また、本稿が重視するもう一つの点として受験行動の意味づけに関する男女差を追究する。阿形（1998���

19987��2000）では、収入に対する資格の効果という観点で男女差に着目した場合、差は検出されるが、高

卒女子でありかつ「伝統的資格」であれば増加させる効果があるという、限定的なものである。一方、先

述の通り職業資格の類型化の議論においては、資格によって（ほぼ）男性／女性のみであるという保持者

の性比に偏りが見られ、「女性専門職型」「男性工業型」という類型があるとしている。本稿で着目する受験

行動の頻度においては、こうした特定の資格自体の性比の影響は最小限にとどまると考えられるが、職業

資格の意味づけが男女で異なる可能性があるため、男女別の分析を行う８）。

以上の消極的理由のみならず、学歴（教育資格）および一般的な文化行動における男女差を論じた先行

研究を踏まえた場合、男女別の分析には積極的理由も挙げられる。まず、教育資格については、渡邊（2005��

2006）の議論に触れておきたい。渡邊は教育社会学の実証研究の蓄積を踏まえた上で、高等教育の学歴に

期待される内容が、男女で異なることを指摘している。男性ではより条件に恵まれた職業に就き、社会経

済的地位を向上させるための「道具的機能」が高等学歴に期待されているのに対し、女性では具体的なメ

リットではなく、出身家庭の階層の高さを示す「象徴的機能」が期待されているとしている。この道具的

機能／象徴的機能という区分は、先述の阿形（2000）における機能的価値／象徴的価値に対応する（用語

の混乱を防ぎ「象徴するという機能」の存在を強調するため、以下では「道具的／象徴的」という呼称を

採用する）。学歴における男女間での機能の違いが職業資格においても存在する可能性があり、検証する

必要がある。また、中井（2008��2011）、吉川（2011）は2005年&&�調査データの文化項目を用いた分析から、

女性特有のハイカルチャー（高級文化）への親和性が存在することを指摘している。従って、繰り返し行

われる行動として資格・検定の受験を捉える本稿においても、そのような女性の特徴が存在するか否かを

確かめる必要がある。

次節からは実際に分析に入るが、標本を男女で分割し、両者を比較しながらモデルを検証していく。な

お、分析で検証すべき作業仮説を、男女共通のものとして挙げる。一つめに、低学歴者が職歴形成を目指

し資格取得をしているという阿形（2008）の指摘を踏まえ、次の仮説を立てる。

仮説A：�学歴が低いと、それを補完する手段として資格・検定の取得を目指すようになり、より受験し

やすい

一方で、高学歴者は高度な専門知識、あるいは幅広い知識を獲得していることが容易に推測される。職

歴形成に関わる一回きりの資格取得とは異なり、特定分野の知識を段階的に測るため、あるいは多岐にわ

たる分野の知識を測るため、繰り返し受験を行っている可能性が考えられる。従って、次の仮説を立てる。

仮説B：�（0とは逆に）学歴が高い層は、より受験しやすい

　　

また、資格・検定の中には、特定の職種に関わる実用的な知識を問うものもあれば、教養やマナー、歴
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史的知識など、余暇活動の中で獲得した知識を問うものもある。しかし、こうした資格で問われる知識の

内容を区別し、各種の資格・検定の受験を独立した行動として分析することは、今回の研究では不可能で

ある。また英語能力などの検定試験では、同じ試験に対し就職活動や企業での昇進を前提に受ける者、あ

るいは文化的な活動の一環として受ける者の両方が想定される。従って、職業上の実用を意識して受験を

繰り返す層、およびハイカルチャー・文化として受験を繰り返す層それぞれに対応する二つの仮説を立てる。

　　

仮説C：�資格と職業上の地位達成を結びつけて考える層は、より受験しやすい

仮説D：�ハイカルチャーへの親和性が高い層は、より受験しやすい

2．分析

前章で述べた視点と仮説に基づき、本章では資格受験行動の規定要因を、社会調査データの分析によっ

て探る。

2.1　データ・変数・分析手法

分析に使用するデータは、&&/H<2010調査（2010年　格差と社会意識についての全国調査（面接））デー

タであり、対象者は25～59歳の男女、有効回答は1748サンプルである９）。資格・検定の受験に関する質問

項目は、「日常の知識や技能、資格などの検定試験を受ける」（「いつもしている」～「したことがない」の

５件法）であり、この変数（以下「受験変数」と呼ぶ）の男女別度数分布は表１の通りである。「いつもし

ている」～「ときどきしている」と答えた人の合計は、男性では40％を超え、女性でも30％に迫っており、

資格・検定受験が一部の層の限られた活動ではないことが明らかである10）。

表 1：項目「日常の知識や技能、資格などの検定試験を受ける」の男女別度数分布

いつもしている よくしている ときどきしている めったにしない したことがない
男性 28 88 201 282 171

（N=770） 3.6% 11.4% 26.1% 36.6% 22.2%

女性 21 61 205 424 276

（N=987） 2.1% 6.2% 20.8% 43.0% 28.0%

分析手法は前述の受験変数を従属変数とした、多項ロジスティック回帰分析である。受験変数の回答の

うち、「いつもしている」～「ときどきしている」という回答者を統合したグループ、「めったにしない」と

いうグループ、「したことがない」というグループを比較する（参照カテゴリーは最後者である）11）。

分析は三段階に分けて男女別に行った。モデル１では年齢、収入、職業、学歴を独立変数として投入し、

モデル２では「資格活用志向」、モデル３では更に「文化行動志向」を追加した。独立変数のうち属性変

数について述べると、年齢は満年齢、収入は世帯収入を対数変換した値である。職業は=!/６分類（上

層ホワイト／下層ホワイト／自営／熟練ブルー／非熟練ブルー）に無職を加え、それぞれのダミー変数を
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作成した上で、上層ホワイトを参照カテゴリーとした。職業分類のうち、農業従事者は非常に少数のため

（男女とも10人程度）、安定的な結果を得られないと考えられ、分析から除外した。学歴は本人学歴を三分

類し（中学・高校卒、短大・高専・専門学校卒、大学・大学院卒）、それぞれのダミー変数を作成した上で、

中学。高校卒を参照カテゴリーとした。なお、この学歴の変数の効果が仮説Ａ、Ｂと対応する12）。

モデル２で追加する独立変数「資格活用志向」とは、「学歴や資格を生かせる仕事であること」という価

値観に関する項目（「重要である」～「重要でない」の５件法）を反転させたものである。これは仮説Ｃ

と対応する。

モデル３で追加する独立変数「文化行動志向」とは、５つの文化行動項目の変数から作成した。５つの

項目の内訳は「海外旅行」「クラシック音楽を聴く」「美術館や博物館に行く」「図書館に行く」「小説や歴史な

どの本を読む」であり、これらはＳＳＭ調査などでハイカルチャーの変数として伝統的に使用され、強い

階層性が確認されている（片岡�1996、中井�2008��2011、吉川�2011）。この５変数（「いつもしている」～「し

たことがない」の５件法）を反転し、因子分析（最尤法）を行った。その結果抽出された、１因子を文化

行動志向と命名し、独立変数として投入する。これは仮説4と対応する。なお因子分析の結果は表２に示

す。１因子のみを採用したため、抽出後の回転はしていない。分散寄与率は１因子で50�92％である。

表 2：文化行動項目の因子分析結果

因子行列（N=1751）
海外旅行 0.340 

クラシック音楽 0.677 

美術館・博物館 0.791 

図書館 0.642 

小説や歴史 0.625 
χ ²=79.816*** ***: p<.001

�

 2.2　分析結果と解釈

多項ロジスティック回帰分析の結果を、男女ごとに示す（それぞれ表３、４）。投入した変数の効果が

異なることが見てとれるが、男女それぞれの結果を詳しく見ていく。まず男性のモデル１の分析結果を見

てみると、資格受験を「めったにしない」グループでは資格受験を「したことがない」というグループに

比べ、有意な違いが存在しない。「いつも～ときどきしている」グループでは、年齢と収入、職業で有意な

違いが存在している。年齢では負の効果、収入では正の効果、職業では上層ホワイトと比較した場合に非

熟練ブルーで負の効果が見られた。しかし、モデル２で投入した資格活用志向の変数は有意にならず、適

合度指標をモデル１と比較した場合に説明力も上がっていない。これに対し、モデル３では、追加した文

化行動志向の変数が有意となり、適合度も向上している（例えば、��*�J�&
���の擬似決定係数を見ると、

説明力は7�6％から10�1％に向上している）。文化行動志向は「めったにしない」グループでも有意になっ

ているが、特に注目すべきは「いつも～ときどきしている」グループにおける、他の変数との関係である。

文化行動志向を投入した結果、新たに学歴の効果が有意になった。すなわち、中卒・高卒と比較した場合
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に、大卒・大学院卒の学歴に負の効果が生じた。

次に、女性のモデル１、２の分析結果を見てみると、「したことがない」グループに比べ「めったにしな

い」グループでも有意な違いが存在している。年齢では負の効果、収入では正の効果が見られた。「いつも

～ときどきしているグループ」ではいっそう大きな違いが存在しており、職業階層では上層ホワイトと比

較して自営業、非熟練ブルー、無職が負の効果を示している。また、学歴での効果も存在し、短大・専門・

高専卒、大卒・大学院卒が正の効果を示している。モデル２では「いつも～ときどきしている」グループ

のみで資格活用志向が有意になり、正の効果を示し、全体の説明力がやや向上した。その他の属性変数の

効果は、モデル１とほぼ変化が見られなかった。これに対し、モデル３では、文化行動志向の変数が有意

となり、適合度も大幅に向上している（例えば、��*�J�&
���の擬似決定係数を見ると、説明力は19�3％

から27�5％に向上）。文化行動志向は「めったにしない」グループでも有意になり、それまで有意であっ

た収入の効果が消滅している。「いつも～ときどきしている」グループでも収入と自営業の効果が消えるが、

それに加えて重要なのは、モデル２までで顕著な差を示していた学歴の効果が消滅していることである。
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最後に上記で述べた分析結果を、男女で比較してみよう。まず大きな差として目につくのは、モデル

の説明力の違いである。男性では説明力が一貫して低く、��*�J�&
���の擬似決定係数を指標とした場合、

向上したモデル３においても、約10％の説明力にとどまっている。これに対し、女性ではモデル１の時点

で約20％の説明力を示し、モデル３では30％近くになっている。女性の方が男性よりも、資格受験行動に

よる階層差が大きいことが分かる。また、文化行動志向によるモデル向上の差には、女性に顕著に表れる

ハイカルチャーへの志向性（中井�2008）が反映されていると解釈できる。しかしながら、文化行動志向

の変数自体は「いつも～ときどきしている」グループのみならず、他の変数の効果が一貫して小さかった

「めったにしない」グループでも正の効果が表れており、男女共通して受験行動と強い関連を示している。

次に、「いつも～ときどきしている」グループを基準に、社会経済的地位について男女差を解釈すると、学

歴では対照的な効果が生じていることが分かる。モデル２から３への変化を見た場合、男性では文化行動

志向の投入によって大卒・大学院卒の学歴に負の効果が生じたのに対し、女性では逆に短大・専門・高専

卒、大卒・大学院卒の正の効果が消滅した。このことは男性では学歴の低い層がその補完手段として資格・

検定の受験を行っているのに対し、女性では受験行動に反映された高学歴者の志向性が全て文化行動に集

約されていることを示している。また、職業について見た場合、男性では職業階層間での差は比較的小さ

いのに対し、女性では職業階層の高さが受験行動に顕著に影響し、また資格活用志向も直接受験行動に結

びついていることが分かる。以上より、先に挙げた４つの作業仮説を検討すると、男性では仮説0と4が、

女性では仮説�と4が成立する結果となった。

3．議論

本章では前章で行った分析結果を解釈し、現代日本社会における資格・検定の受験行動の意味づけにつ

いて議論する。特に受験行動と性別、文化、学歴、収入、職業との関係性を追究する。

3.1　社会経済的地位と受験行動

前章で判明した規定要因のうち、男女で共通するのは文化行動志向が受験と強い正の関連性を持つとい

うことであり、異なっているのは学歴や社会経済的地位（職業、収入）との関係、及び資格活用志向の影

響の有無である。受験行動に対する規定要因を職業的なもの、文化的なものそれぞれで男女別にまとめる

と、職業的規定要因については、男性に比して女性では職業階層ごとの受験経験の差が大きく、かつ資格

を活用することに対する実用的な意味づけが与えられているといえよう。女性の場合は学歴が職業達成で

はなく文化に結びついていたのであるが、職業資格の獲得については、現在の職業および意識に影響され

ていたのである。

3.2　学歴と文化行動志向、受験行動三者の関係

職業的規定要因と比べ、文化的規定要因のメカニズムは複雑な構造を示している。ここでは単純化して、

学歴の高さ（高等学歴を有していること）、文化行動志向、受験行動の三者の関係を示した。男性の場合（図２）
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では、モデル１～２において、受験行動に対する学歴の有意な効果は存在しなかった。しかし、モデル３

で文化行動志向を追加すると、新たに学歴の負の効果が生じた。これは当初の学歴と受験行動との関係が

擬似無相関であり、文化行動志向をコントロールすることで学歴の真の効果が顕在化したといえる。文化

的な志向性の影響を除くと、大卒・非大卒者はむしろ中卒・高卒者と比較して受験をしにくくなる、とい

うことである。これは学歴面で不利な人々が補完手段として資格を得るという、阿形（2008）、その知見

を総括した佐藤（2009）の指摘に合致する。また、阿形（2000）における「男性工業型資格」という類型は、

高い学歴を持たない職人の熟練技能を顕彰する性格があるとされ、その保有者層が浮上した可能性がある。

女性の場合（図３）では、男性とは対照的な構造となっている。モデル１～２においては学歴の高さが

受験行動に対して有意な正の効果を持っていたのに対し、モデル３ではその効果が消滅した。このことか

ら、当初の学歴と受験行動との関係が擬似相関であり、女性の高等学歴の効果は文化行動志向に媒介され

て受験に結びついていたといえる。この結果から、男性とは異なる女性の学歴の意味づけが、資格との関

係においてもなされていると考えられる。女性にとっての高等学歴の意味づけは、渡邊（2005, 2006）が

整理しているように、高い社会経済的地位を得る道具ではなく、出身家庭の階層の高さを示す象徴的機能

の側面が強いとされている。このことを踏まえれば、女性の高等学歴の効果は象徴的なものとして文化行

動に集約され、受験行動に直接の効果を及ぼすには至らなかったと解釈できる。なお、今回分析した受験

頻度の項目には反映されていないと考えられるが、阿形（2000）における「女性専門職型資格」の活用率

の低さも、女性の高等学歴が職業資格に転換されたものと捉えるならば、その保有者層と繰り返し受験を

行う層とが重なっている可能性がある。

図 2　学歴、受験、文化行動の関係（男性） 図 3　学歴、受験、文化行動の関係（女性）

3.3　結論―文化的象徴としての職業資格―

これまで述べてきた分析結果を基に、以下では日本社会における職業資格の意味づけを論じる。まず男

女共通の特徴として、ハイカルチャーに親しむ層の人々ほど受験も行っていることが明らかになった。ブ

ルデューの用語を適用すると、阿形らの先行研究は学歴と同じ、いわば「制度化された文化資本」として

の職業資格の性格を追究していたといえる。それは各業種の労働市場という「界（field）」で雇用・昇進・

転職などに直接役立つことを期待して獲得される資格であり、所得や従業上の地位という形で、経済資本
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へと転換される状況を想像しやすい。

これに対し、本研究の分析で明らかになった職業資格の性格は、教養の高さ、あるいは文化的素養の保

持を証明するというものであった。厳密に述べると、これは取得した資格そのものの効果ではなく、継続

的になされている受験行動の文化性から判明した実態である。社会経済的に直接役立つわけではないので、

労働市場ほどの明確さはないが、マナーや教養を求められる社交界、あるいはプライベートな世界（例え

ば特定分野の知識の深さが尊ばれる同好会）で有利に働く場面を想定することが可能である。そのような

界においては、この受験行動はブルデューの用語でいう「習慣化された文化資本」であるといえるし、も

ちろんこの行動によって取得された資格それ自体も、文化資本として機能しうる。

教育資格＝学歴と対比させて考えると、職業資格の特徴がより顕著になる。阿形（2000）で指摘されて

いた資格の道具的機能と象徴的機能（原語は機能的価値と象徴的価値）が、本稿が主眼を置いた受験行動

としても表れる形となった。しかし、教育資格の場合は道具的機能が男性、象徴的機能が女性というよう

に性別で分断された形で機能するとされていたのに対し、職業資格は両方の機能が、男女ともに（メカニ

ズムの形や影響の大きさは異なりつつも）働いているということになる。なぜ教育資格＝学歴の場合は女

性に還元されていた文化的・象徴的機能が、職業資格の場合は男性にも存在するのか。その理由について、

本稿ではデータから解明することはできない。阿形（2000）における「男性工業型資格」、つまり相対的

に不利な学歴を持つ職人の技能を顕彰する資格の保有者層が反映されたという解釈もできるが、受験頻度

の規定要因の説明とはいいがたい。これに代わる説明として、学歴は生涯で一度のみ取得することが一般

的であり、また効果を発揮する機会も一度のみであったのに対し（男性は雇用の基礎として、女性は婚姻

相手の基準として）、職業資格は希望すれば取得の機会を何度も得られ、教養の証明手段として受験する

だけの金銭的・時間的・知識的余裕を示せる、ということが考えられる。従って職業資格の更なる下位分

類として、職業上直接役に立つ狭義の職業資格と、教養・文化的素養を証明し威厳を示すことで間接的に

階層維持に寄与する、「文化資格」とでも表現すべき資格とを区別しうる。ただし、これは受験行動とハイ

カルチャーとの関係から導かれた仮説であり、個別にどの資格が文化資格であるか、本稿で示すことは不

可能である。また、一つの職業資格が職業上でも文化的威厳にも役立つ場合も考えられる。資格間に存在

するのは明確な境界線ではなく、あくまで連続的な差異である。

4．おわりに

本稿では資格・検定の受験行動について、取得後の社会経済的地位を左右しうるライフイベントとして

ではなく、継続的に行う文化的ライフスタイルとして捉え、その規定要因を男女別に探った。その分析結

果は、資格取得に関する先行研究の知見と共通する部分、違背する部分がそれぞれ存在した。先行研究で

は指摘されていない知見として、男女ともにハイカルチャーに親しむ層が資格取得を行っているという分

析結果が得られた。

従来の社会学分野における資格の研究といえば、もっぱら学歴＝教育資格が卒業後の社会経済的地位に

及ぼす影響を測るものであった。従って、広義の職業資格（および本稿でいうところの文化資格）に関し
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ては、非常に限られた視線しか注がれてこなかったのである。本稿の研究は発展の途についたばかりであり、

残された課題は多い。特に留保しておくべきことは、調査票の設計上、分析に使用可能な変数に制限があ

ったことである。本稿で行った議論は、一つの従属変数「日常の知識や技能、資格などの検定試験を受ける」

を用いて、異なる階層変数の効果を文化的側面と職業的側面とに分けて解釈した。今後文化的志向、社会

経済的地位と資格受験行動の関係、あるいは資格そのものの効果を総合的に検証する上では、従属変数自

体を文化に関するものと職業に関するものと別々に準備する必要がある。阿形（1998���19987��2000��2007��

2008��2010）において行われているような、具体的な保有資格・検定名、取得時点をともに問う項目が必

要であろう。また、男女別の分析によって受験頻度の規定要因にも性差が顕著に表れたが、阿形（2000）

における「女性専門職型資格」「男性工業型資格」のように、性比に偏りが多い資格種が存在する原因につ

いても検証する必要がある、例えば、男性の方がより力仕事を好むといった性差が反映されていることも

想定はできるが、自明ではない。以上の壁を乗り越えた研究によって、2010年代の日本型「資格社会」に

おける資格・検定の意義を、いっそう確証的に解き明かすことが可能になろう。

注

１）�参考までに今野・下田（1995）における、法的根拠に基づいた整理も紹介しておく。まず認定機関の別によって、（一）

国家資格、（二）民間資格、（三）公的資格という区分がなされる。（三）の公的資格とは（一）と（二）の中間型である。

また付与される機能によって（１）業務独占資格、（２）能力認定資格という区分がなされる。（１）は更に、業務独

占の範囲に即して、「職種型」「職務型」と区分される（今野・下田�19952�40H48）。ただし、社会学的文脈ではこれら

全てが、職業資格のカテゴリーに包含される。

２）�なお、日本語の「資格」に対応する英単語は複数考えられるが、「資格社会」という場合の「$�� �
-���（�,"）」とい

う語自体に、既に教育制度の中で行われる認証という意味合いがある。

３）�河野員博（1993）はコリンズ、ブルデュー、石田（1989）らの議論を総括した上で、教育資格と職業資格それぞれ

の各国社会における優先度合を論じている。日本は非常に学歴によって社会経済的地位が左右されることの多い教

育資格優位の社会であるのに対し、欧州は複線的な教育制度によって国家的に職人を養成する職業資格優位の社会

である。アメリカは教育資格、職業資格の両者が重視される社会である（河野員博�1993）。

４）�ブルデュー（1986）で示された文化資本の三つの下位分類は、データを用いた実証分析でも、たびたび変数定義に

用いられている。しかし、具体的な事物がどのような種類の資本として機能するか（あるいは資本とならないか）

については、同じくブルデューの「界（K�� ）」概念を前提としない限り、定義できないとの指摘も存在する（磯�

2008��2011）。本稿では磯の指摘を踏まえ、「～化された文化資本として働きうる」という留保つき類型化を適用する

ことにする。

５）�2012 年発刊の資格受験ガイドブックで紹介されている資格の総数を挙げると、成美堂出版編集部（2012）では 780

種となっている。ただし、この数には公務員試験や各省立の大学校入学試験など、資格試験に類する試験制度も収

録されている。また、網羅されていない自治体や小規団体が実施する検定試験なども存在し、実際の種類数を完全

に把握することは不可能である。

６）�成美堂出版編集部（20122�８H９）では、2011 年度の資格・検定受験者数のランキングを掲載している。上位５位ま

での資格・検定の順位は次の通りである（括弧内はランキングの基準とされている受験者数）。１位：3)=<�（約

227 万人）、２位：英検（213 万 1094 人、全級の１次受験者実受験者数合計）、３位：日商簿記（47 万 9179 人、全

級の実受験者数合計）、４位：危険物取扱者（46 万 1484 人、甲・乙・丙種の受験者数合計）、５位：ファイナンシャ
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ル・プランニング技能士（32 万 9808 人、１～３級の学科受験者数合計）。ただし、なぜかこのランキングに含まれ

ていないが、漢検も実際には上位に入ると考えられる（同書に掲載されている受験者数は全級合計で 218 万 9293

人）。図１では、各資格・検定主催団体のウェブサイトに掲載されている資料を基に、ランキング上位３位である

3)=<�、英検、日商簿記に、漢検を加えた受験者数を算出して示している。3)=<�は「団体特別受験制度」と「公

開テスト」の受験者数合計、英検は全級の「志願者数」合計、日商簿記は全級の「受験者数」合計、漢検は全級の「志

願者数」合計の値を算出した。

７）�大学の教育現場は資格社会化の最も進んでいる場の一つといえる。社会全体の傾向ではないが、部分集団として就

職活動を控えている大学生と資格との関わりを扱った研究事例が近年増えてきており、以下ではその代表的な知見

を紹介する。山田（2003）は私立大学の学生の間で資格取得に直結する知識を大学教育に求める傾向が強まってい

ることを指摘し、資格取得が自己目的化した「資格主義社会」の到来を示唆している。学生の資格熱が高まった要

因としては、大卒学歴の相対的な価値が低下した時代において、他者との差異化を図る代替指標への期待が高まっ

ていることなどが挙げられている。また、教育資格 I学歴を授与する大学の側においても、期待に呼応し資格社会

の様相が表れている実態がある。河野志穂（2008）は、社会科学系学部を持つ私立大学の過半数（分析対象校の８

割程度）で職業資格の試験に向けた対策講座が開かれ、その種類・分野ともに多様化している実態を明らかにして

いる。

８）�性比の偏りの問題が最小限となる根拠として第一に、本稿の分析対象となった質問項目が特定の資格の類型に拠ら

ない継続的な受験頻度を問うており、個別の資格の性格が平準化されていることがある。第二に、阿形（2000）で

挙げられた性差の著しい資格のうち、「女性専門職型資格」に該当するものは高等教育の養成課程を必要とし、受験

を経ないあるいは生涯で一～数度の受験で取得されるものであり、日常的な受験行動としては想定されくい性格の

資格だからである（教員免許、保母、看護師など）。ただし、一方の「男性工業型資格」では受験を要し、かつ複数

の領域・階級にわたる（I個人が繰り返し受験する）ものがあるため（危険物取扱者、電気工事士など）、高頻度で

受験している男性であっても「男性工業型資格」の影響が含まれうることは留意する必要がある。

９）�調査の概要を以下に述べる。調査代表者は吉川徹（大阪大学大学院准教授）、実施期間は 2010 年 11 月～ 2011 年４月、

回収方法は訪問面接法、計画は全国 250 地点 3500 サンプルで、有効回答率は約 50�4％であった（&&/プロジェクト�

20132�３H４）。

10）�ただし調査対象者が労働市場の現役世代に限られているため、受験をあまりしない子ども・高齢者世代を含めた社

会全体と比べると、やや高率となっている可能性がある。

11）�単純線形回帰分析では、「めったにしない」という回答の扱いが特に困難であることから、この三分類によるカテゴ

リカルな分析手法を採用した。「めったにしない」人の場合、例えばその生涯で一回きり受験した（例えば、学生時

代に学校全体で英検を受けた）というような場合も考えられ、「いつもしている」～「ときどきしている」という回

答とは質的に意味が異なる可能性を払拭しきれない。

12）�!��
�-��-����（2008）では、４年制大学卒業相当者とは別に、修士・博士などの学位保有者が文化行動への関与を強

めるという結果が示されている。本分析ではサンプルの少なさから、大学院卒者のみのダミー変数を作成すること

は断念したが、学歴とは異なる文脈から日本での学位と文化との関係を探ることも、今後必要となろう。
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